第８章　製造業
概況
　昭和50年におけるわが国経済は、48年秋の石油危機に端を発した不況から徐々に回復の足固めをする過程をたどるものと思われてきたが、輸出の引続く減少、設備投資の停滞や卸売物価等不景気下での物価高の圧力、操業度の著しい落ち込みによる雇用調整の動き等により国内総需要が不振をきわめ、不況を脱しきれないまま推移した。
　このような経済情勢のなかで本府の製造品出荷総額は12兆3,174億円となり、49年の13兆1,439億円から6.3パーセント（8,265億円）の大巾な減少を示し、「なべ底景気」といわれた昭和33年の6.1パーセント減以来17年ぶりに前年比減少となった。
　工場数は７万942工場で、前年より8.1パーセント（5,341工場）増と大巾に増加したが、これは「１人から29人」の小規模層の増加（5,547工場増）が原因となっている。
　業種別では金属製品8.6パーセント（1,044工場）増、衣服15.6パーセント （682工場）増、出版印刷16.0パーセント（614工場）増、その他工業10.1パーセント（580工場）増等が大きく、この４業種で54.7パーセントと増加実数の過半数を占めている。
　従業者数は企業の雇用調整などの影響もあって、99万8,295人と前年より2.6パーセント（2万6,837人）減と14年ぶりに100万人台を割り、なかでも一般機械10.2パーセント（1万5,577人）減、電気機器9.0パーセント（9,120人）減が大きく、この２業種で減少実数の92.0パーセントを占めている。
　出荷額を部門別にみると、重化学工業部門が設備投資等の停滞による国内総需要の不振の影響をもろに受けて、9.8パーセント （8,670億円）減と大きく減少しているのが目立ち、軽工業部門は0.9パーセント（405億円）増とわずかに増加している。
　これを業種別にみると、重化学工業部門では非鉄金属28.3パーセント減をはじめ、鉄鋼18.4パーセント減、電気機器13.8パーセント減、金属製品13.7パーセント減、一般機械13.5パーセント減と基幹産業部門の業種が大きく減少しており、一方原油価格の高騰等もあって化学10.1パーセント増、石油石炭15.9パーセント増と上伸している。軽工業部門では木材21.5パーセント減、パルプ紙15.1パーセント減、家具9.2パーセント減など減少している業種もあるが、反面、なめし皮21.0パーセント増、衣服13.4パーセント増、出版印刷12.2パーセント増、食料品11.6パーセント増と比較的不況の影響を受けない業種での増加が目立っている。
　出荷額に占める業種割合では、一般機械が12.2パーセントで前年に引続き第１位を占め、ついで鉄鋼11.0パーセントと続き、第３位には化学が10.5パーセントと金属製品、電気機器を抜いて躍進した。
　地域別にみると、工場数は東大阪地域が9.4パーセント増と６年連続して増加し、ついで大阪市地域が8.8パーセント増により地域別割合で再び50パーセント以上を占めた。従業者数は北大阪地域が5.2パーセント減と最も減少している。出荷額では過去10年近く府下５地域の中で最も高い伸びを見せていた南河内地域が11.5パーセント減と最も大きく、ついで東大阪地域が8.9パーセントの減少となっている。地域別割合では漸減傾向にあった大阪市地域が本年は0.4パーセント増加し、39.3パーセントとなったのが注目される。
工業生産活動の動向
　昭和50年の大阪府鉱工業生産指数は、年平均で104.8となり、49年の年平均指数116.8に比較すると12ポイント減、年率で11.4パーセント減となった。前年に戦後初めてマイナス成長を経験した府下工業生産活動は、50年に入っても48年末をピークとした低下基調が継続し、期待された景気回復をみせないままに終り前年不況をはるかに上回る２年連続の大型不況となった。これを四半期ごとの生産の推移でみると、１月から３月期に前期比マイナス14.1パーセントと前年月からの内需の停滞に加え輸出の鈍化も加わって今回不況の中で最大の落込みをみせた。４月から６月期に入ると9.6パーセント増とかなりの回復をみせたが、個人消費、民間設備投資の停滞など月から７月から９月期は0.3パーセント増と回復力は鈍化し、続く10月から12月期も3.1パーセント増にとどまり本格的な回復がみられぬまま非常に低い水準で一年を終ることとなった。さらに、年間の動きを対前年同期比でみると、今回不況のボトム期である１月から３月期マイナス23.2パーセント、4月から6月期マイナス12.0パーセント、7月から9月期マイナス6.2パーセントが、10月から12月期マイナス2.6パーセントと前年水準を上回るまでには至らなかった。
　生産の動向を業種別にみると、49年の15業種中10業種を上回る11業種で前年比がマイナスとなり、かつ５業種が20パーセント以上の大幅な低下をみせ、今回不況の深刻さをあらわしている。内訳をみると、木材、木製品工業が２年連続の20パーセント以上の落込みをみせたほか、金属製品工業が建設需要の停滞を反映して全業種中最高のマイナス27.1パーセントの落込みとなり、内需停滞に加え、輸出にもかげりがみられた鉄鋼業がマイナス25.1パーセント、電気機械工業も内需と上半期の不振が響きマイナス20.6パーセント、その他工業マイナス20.6パーセントと５業種で20パーセント以上、非鉄金属工業など４業種が10パーセント台の低下となった。
　反面、化学工業はウェイトの高い化粧品、医薬品の上伸寄与月から他部門の低調をおぎない２年連続の上伸、景気にあまり左右されない食料品・たばこ工業など４業種に若干の上伸がみられた。
